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は じ め に
2015年4月「都市農業振興基本法」が制定された。周知のように，都市農
業は長い間都市では「不必要」な存在として排除され続けてきた。それが，「基
本法」の制定により排除から振興へと大きく方向転換した。都市農業の長い歴
史の中で画期的なことである。都市農業は，かつてない新局面を迎え，再生へ
の道を歩み始めている。
そこで，本稿では都市農業の位置付けをめぐる変容を概観するとともに，新
たに制定・策定された「都市農業振興基本法」や「都市農業振興基本計画」を
検討する。合わせて，法制定の背景や当面の課題について考察する。
Ⅰ．都市農業受難の時代－都市から排除され続けた農業・農地－
かつて，わが国の大都市にも大量の農地があった。都市に農業・農地があっ
て当たり前，いや必要不可欠という思想があった。
1923年から1935年にかけて大阪市長として大阪市政のみならずわが国の都
市政策に大きな足跡を残した関一はこう述べている。「大大阪の市域内に7千
町歩の田畑を包含する事実を以て如何にも不自然にして不可解の現象なる如く
考ふる人々は都市を以て人家連担瓦の海であるべきものとの謬想に捉はれて居
るのである」。1）また，こうも言っている。「我が国の朝野の有識者中に大阪市内
には年々数百萬圓の農産物が出来ると云ふことを以て一つの皮肉を云ふた積り
で得意然としている場合に遭遇して，我々は，啞然として云ふ所を知らない」2）
と。さらに，「高層建築の増加のみを誇って居る大阪市の将来は，国民の墳墓
があるのみである。之を救ふの途は都市の肺臓である緑色地帯を永久に保留す
ることである。」3）「松の木は，灰色の葉を持って居ると答へる児童を有する現
代の都市生活は禍なるかな」4）とも述べている。
関は，都市には，いや都市にこそ農業・農地・緑が不可欠であることを明快
に論じ，都市緑化の重要性を強調している。そして，都市緑化のためには建設
地と非建設地を厳密に区分し，非建設地には永久に建物を建てないことを提案
している。この非建設地の中には公園・運動場・緑地とともに農耕地が位置付
けられている。5）そこには，都市の自然・緑を守るためには農地は永久に潰さな
いという明確な思想が流れている。
しかし，関一の卓見は大阪市では生かされなかった。その後の大阪市は残念
ながら農地をひたすら潰し続けた。関が市長当時約7，000haあった市内の農
地は，高度経済成長が本格化する1960年には1，800ha余り，さらに30年後
の1990年には340ha強，そして今や80ha余りへと激減した。かつて市域の
40％近くを占めていた食料生産の場や緑の空間（農地）は，100年足らずの間
に大量に消失し，現在では僅か0．4％程度を占めるにすぎない。「農の無いま
ち」へと変貌してしまったのである。だが，こうした状況は何も大阪市に限っ
たことではない。
著名な歴史学者 A. J.トインビーは，都市を「その住民が都市の境界の内部
で，生きてゆくために必要な食糧の全部を生産することのできない，人間居住
地域である」6）と定義した。また，「現代の機械化した都市は，少数の伝統的な
城壁に囲まれた都市がかつてできたように，部分的に自給することさえできな
い。機械化した都市の住民は，かれらの都市の区域内に少しでもあいた空間を
保存するために，はてしない戦いを戦わねばならない。しかも，都市の空地は，
第1に，機械化した交通機関のため，第2に機械化した車の駐車場のため，第
3に，レクリェーション用の運動場と公園のために要求される。都市の住民に
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食糧を供給するための一助として，都市の内部の空地を耕地や牧場に充てるよ
う要求することは，とんでもないことであろう」7）とも言っている。なかなか
含蓄のある言葉である。このトインビーの指摘に「住宅の建設のために」を付
け加えると，高度経済成長以降のわが国の都市の姿と見事に符号する。
わが国の都市，とりわけ大都市では，まさにこのトインビーの都市の定義を
裏付けるかのように極めて短期間のうちに農業・農地を放逐し，ひたすら食料
生産を縮小・後退させた。その結果，今や東京都の食料自給率は1％，大阪府
2％，神奈川県3％となっている。
ところで，わが国の都市が大量かつ急激に農業・農地を喪失し，「農の無い
まち」「食料を生産しない地域」に変貌したのは1960年代から70年代にかけ
ての高度経済成長の時期であった。東京・中京・京阪神の三大都市圏を中心に
太平洋ベルト地帯において「急激・大規模・無秩序」と形容される都市化が進
行したこの時期，都市からの農業・農地の排除は，都市計画制度，税制，農業
政策を総動員して推し進められた。いわば，「三重の排除」が展開された。8）
第1は，新「都市計画法」（1968年）に基づく都市計画制度である。同法で
は都市区域を市街化区域と市街化調整区域に線引きし，市街化区域内にある農
地は10年以内に宅地等に転用するとした。市街化区域では農業は不要のもの
として排除されたのである。第2は，市街化区域内農地に対する宅地並み課税
である。市街化区域内の農地は，農地であるにもかかわらず宅地として見做さ
れ高額の固定資産税を課す宅地並み課税が1971年度から三大都市圏の特定市
で実施された。税制面からの農業・農地の排除である。第3は，新「都市計画
法」制定後都市農業，とりわけ市街地区域内の農業を国の農業政策の対象外に
したことである。農政からの排除である。都市農業は，国の農業政策による保
護・支援を受けられないばかりでなく，農地転用の大幅緩和等によって都市か
らの撤退を強要された。
1980年代後半も都市農業に対する攻撃が強まった時期であった。その背景
の一つは東京から沸き起こり他の都市地域にも波及していった「狂乱地価」と
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さえ呼ばれた地価高騰である。もう一つは，1985年のプラザ合意による「国
際協調型経済」への転換である。集中豪雨的輸出によって深刻化した日米経済
摩擦等を解消するためにわが国は「国際協調型経済」への転換を迫られ，その
主要対策の一つとして内需拡大のための住宅建設の拡大が求められた。そうし
たもとで，一方で地価抑制のための土地供給増，他方で住宅建設拡大のための
宅地供給増を推進するために再び都市農地の宅地化促進が強行された。あわせ
て，「地価高騰の元凶は都市農地」「住宅不足の原因は都市農地」といった都市
農業・農地に対する激しい攻撃が繰り広げられた。そして，都市農地を積極的
に宅地転換するという基本方向のもとで，「土地基本法」（1989年）の制定を
始め都市農地の宅地化促進を図るための税制や都市計画制度の「改正」が矢継
ぎ早に行われた。その結果，矢面に立たされていた三大都市圏特定市の市街化
区域内農地約5万 haの7割に当たる3万5千 haもの農地が宅地化されること
となった。9）
このように，わが国では1960年代から80年代にかけての30年間に都市計
画制度，税制，農業政策の3つの側面から都市農業・農地が排除されてきた。
それは，都市農地がこの時期もっぱら都市施設・住宅用地等の供給源，予備地
として位置付けられてきたからに他ならない。つまり，都市の農業・農地は豊
かな市民生活や良好な都市環境を築くために保全・活用するのではなく，都市
施設・住宅用地等に「大量・迅速・効率的かつ安価に」転換する対象として捉
えられてきた。それ故，わが国では都市的土地利用と農業的土地利用の共存の
理論と政策は未成熟であり，むしろ都市に農業・農地があることは都市形成や
住宅建設にとって“とんでもないこと”であった。農業・農地無視の都市計画・
都市政策が横行した。長い「都市農業受難の時代」が続いた。
Ⅱ．「都市農業振興基本法」の制定－都市農業の再生－
「都市農業振興基本法」（以下「基本法」と略す）が，2015年4月制定され
た。「都市農業受難の時代」には到底想定されなかった新しい局面の到来であ
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る。だが，この新局面は一朝一夕に出現したものではない。「基本法」制定に
至るまでには苦渋の前史がある。「受難の時代」から脱却し，再生への道を歩
み始めるまでには長い歳月を要している。
再生への第一歩は，1991年の改正「生産緑地法」の制定である。政府は，
宅地供給増や地価抑制を口実に農家に農地の宅地化を迫ったが，農業関係者等
の強い反対と要望により市街化区域内でも農地保全の受け皿を用意せざるを得
なかった。その受け皿が「生産緑地法」の改正であった。同法の施行により三
大都市圏特定市においても約1万5千 haの農地が「保全する農地」として申
請され，生産緑地に指定された。また，税制面においても生産緑地は農地並み
の固定資産税となった。厳しい状況が山積する中で30年間農業を続けること
が義務付けられたにもかかわらず，無視できない規模の農地が「保全する農地」
として選択されたのである。
このように，「生産緑地法」の改正によりこれまでもっぱら排除の対象とさ
れていた市街化区域内農地が生産緑地として都市計画の中に位置付けられると
ともに，その適正な保全が国及び地方公共団体の責務として明記された。市街
化区域内農地，しかも三大都市圏の市街化区域内農地に保全の道が確保された
意義は大きい。しかし，法律では長期の営農継続を義務付けるとともに，生産
緑地の適正な保全を国等の責務として明記しながら，その具体的施策は大幅に
立ち遅れたままだった。ささやかな一歩を刻んだとはいえ，都市農業再生への
行程はいまだ厳しいものであった。
1999年，21世紀初めのわが国農政を左右する「食料・農業・農村基本法」が
成立した。同法において「国は，都市及びその周辺における農業について，消
費地に近い特性を生かし，都市住民の需要に即した農業生産の振興を図るため
に必要な施策を講ずるものとする」（第36条2項）と明記された。そこには，
これまで都市農業関係者が繰り返し強調してきた「都市農業を国の農業政策の
埒外におかず不可欠な一環として位置付けよ」の声が遅まきながら盛り込まれ
ている。農業政策の基本方向を定めた「食料・農業・農村基本法」に「都市農
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業の振興」という文言が明記されたことは，宣言的色彩が強いもののその意味
は重大である。
「食料・農業・農村基本法」に都市農業の振興が明記されたことを契機に，
その後都市農業のあり方や保全・振興に関する提言等が各方面から次第に広
がっていった。国の都市農業に関する位置付けも変化が見え始めた。「沈黙と
闇」の中に押し込められていた都市農業の存在価値や多面的機能に光が当てら
れ始めた。主な事例を時系列的に紹介しておこう。
・1999年，農林水産省関東農政局「都市農業検討会」を設置し，翌年に「都市農業検討
会報告書」作成・発表。都市農業地域を多く抱える関東農政局から都市農業を見直す動
きが始まる。
・2001年，東京都「東京農業振興プラン」策定。都市農業としての東京農業の振興を打
ち出す。
・2003年，国土交通省社会資本整備審議会都市計画部会等において都市内の農地やみど
りを積極的に評価し，保全することが重要である旨の答申や報告。この時期，都市計画
サイドからも都市農業・農地の存在価値を評価する議論が浮上。
・2003年～2004年，「日本農林漁業振興協議会」「日本農業法人協会」など農協・農業委
員会以外の農業団体等から都市農業の保全・振興について提言。
・2005年，農林水産省農村振興局農村政策課に都市農業・地域交流室設置。後，都市農
業室設置。
・2005年，「神奈川県都市農業推進条例」制定。2007年「大阪府都市農業推進及び農空間
の保全と活用に関する条例」制定。2008年東京都34市区町村が「都市農地保全推進自
治体協議会」設立。都市農業を抱える地方公共団体が都市農業保全・振興に積極的に動
き出す。
・2006年，「住生活基本計画」（全国計画）において市街化区域内の農地を市街地の貴重
な緑地資源として認識し，保全を視野に入れ，住宅地と農地が調和したまちづくりを進
める必要性を明記。住宅政策の観点から都市農業・農地の存在価値を評価。
・2010年，5年ごとに国の食料・農業・農村政策の基本方向と対策を決定する「食料・
農業・農村基本計画」において新鮮で安全な農産物の都市住民への供給，身近な農業体
験の場の提供，災害に備えたオープンスペースの確保等々都市農業の機能や効果が十分
発揮できるよう，都市農業を守り，持続可能な振興を図るための取り組みを推進すると
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明記。都市農業を振興することの意義と方向性を明文化。
・2011年，国土交通省都市計画制度小委員会「これまでの審議経過について（報告）」で
都市農地は必然性のある（あって当たり前の）安定的な非建築的土地利用として活かし
ていくと言及。また，市街化区域の再定義に併せた農業政策上の位置付けの見直しの必
要性を提起。都市農業・農地の存在価値に対するより明快な認識を提示。
・2011年，農林水産省「都市農業の振興に関する検討会」設置。翌年8月に「中間取り
まとめ」を発表。都市農業を取り巻く環境変化が大きく変化し，いまや都市において農
業・農地は新鮮で安全な農産物の供給など住民の暮らしに深く係わる多様な機能を果た
すことが期待されていることを提起。また，地方公共団体においてもまちづくりの中に
農業・農地を位置付け，活用する基本的方針を明らかにすべきと提起。都市農業の振興
について大きく踏み込む。
・2012年国土交通省都市計画小委員会中間とりまとめ「都市計画に関する諸制度の今後
の展開について」で都市計画の制度面，運用面において「集約型都市構造化」と「都市
と緑・農の共生」の双方が共に実現された都市を目指すべき都市像にすると明記。また，
都市農地を消費地に近い食料生産地や避難地等として都市内に一定程度の保全が図られ
ることが重要と言及。都市計画サイドから都市農業の保全・振興の妥当性を提起。
上記のような経緯の中でこれまでの都市農業，とりわけ市街化区域内農業・
農地に対する都市政策・都市計画制度と農業政策を見直し，都市農業を持続可
能にする法整備が不可欠であることの共通認識が次第に醸成されていった。都
市地域の農協や農業委員会など農業団体の長年にわたる粘り強い都市農業を守
るための要請活動が功を奏していった。都市農業振興に関する法整備に賛同す
る国会議員も増えていった。東京都や大阪府，さらには農林水産省等のアンケ
ート調査が明示するように都市住民の都市農業に対する評価・支持の声も広
がっていった。「受難の時代」には想定することもできなかった新しい局面が
創りだされていったのである。「基本法」制定の基盤が整備され，制定を求め
る機運が高まっていった。
2015年4月9日，「都市農業振興基本法案」が参議院本会議に上程され全会
一致で可決・成立した。同月16日には衆議院本会議で可決・成立し，22日に
公布・施行された。「食料・農業・農村基本法」でやっと都市農業の振興が明
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記され，一筋の光明が輝いたものの法整備がないまま15年が経過した。それ
だけに，今回の「基本法」の制定によってようやく都市農業再生への礎が築か
れたと言えよう。
「基本法」は，第1条目的から始まり，第2条定義，第3条基本理念，第4
～6条国・地方公共団体の責務と都市農業を営む者等の任務，第7条関係者相
互の連携及び協力，第8条法制上の措置等，第9条都市農業振興基本計画，第
10条地方計画，第11～20条国等が講ずべき基本施策，第21条関連省間の連
携協力による施策推進から構成されている。その概要は，第1表のとおりであ
る。
同法の条項の詳しい分析や評価は別の機会に譲るとして，ポイントと思われ
る事項や注目すべき点について簡潔に指摘しておこう。まず第1は，この法律
の目的を都市農業の安定的継続と都市農業の多様な機能の適切・十分な発揮に
よる良好な都市環境の形成においていることである。都市農業の振興を都市内
の農業の安定的な継続だけにとどめず，良好な都市づくりに結びつけているこ
とである。筆者はかねてから都市農業を「都市に生き，都市を創る農業」と捉
え，「農業のあるまちづくり」を提唱してきた。今回制定された「基本法」は，
都市農業を住みよいまちづくりの必要不可欠な一環として捉える筆者の認識と
共通したものとなっている。10）
第2は，基本理念を掲げた第3条の冒頭で「都市農業が，これを営む者及び
その他の関係者の努力により継続されてきた」と明記したことである。前述の
ように都市農業は「三重の排除」攻勢のもとで縮小・後退を余儀なくされてき
た。この厳しい環境のもとで“どっこい生き残った”ことは都市農業者の頑張
りに負うところが大である。当然の事実とはいえ，条文に明記したことは注目
に値する。
第3は，基本理念の項で都市農業の多面的機能・役割を明記し，この機能・
役割を適切かつ十分に発揮するためにも都市農地の活用・保全と農と共存する
市街地形成が不可欠であることを強調していることである。とくに，都市農業
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第1表 「都市農業振興基本法」の概要
資料：農林水産省作成
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のための利用が継続される土地とそれ以外の土地との共存を明文化した意義は
大きい。
第4は，国及び地方公共団体に「都市農業振興基本計画」（以下「基本計画
と略す」）の策定を課していることである。この点は，同法が理念の提示で終
わることなく，総合的かつ計画的な施策を展開して真に都市農業の振興に資す
るために必要不可欠である。それ故，この「基本計画」のあり様が「基本法」
の成否を大きく左右する。とりわけ，地方公共団体の「基本計画」（「地方計画」）
が重要である。それだけに，大都市を抱える地方公共団体の「地方計画」の策
定は，努力規定でなく義務規定にすべきであろう。
第5は，第8条で都市農業の振興に関する施策を実施するため必要な法制
上，財政上，税制上，金融上等の措置を国に義務付けたことである。問題は，
国が今後どれだけスピード感をもって実効性のある措置をとるかである。
第6は，国等が講ずべき基本的施策を10項目に整理して提示したことであ
る。これらの施策はいずれも都市農業の振興のためには欠かすことのできない
重点施策であり，地方公共団体が策定する地方計画にも反映されるべきもので
ある。要は，これら施策をどのように総合的かつ計画的に実施し，実効性を担
保していくかである。
Ⅲ．「都市農業基本計画」の策定－動き始めた「基本法」－
2016年5月，「基本法」第9条に基づき国の「都市農業振興基本計画」が策
定された。「基本計画」は，A4判で31ページもの大分なものであり，第1都
市農業の振興に関する施策についての基本的な方針，第2都市農業の振興に関
し政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策，第3都市農業の振興に関する施策
を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項からなっている。その概要
は，第2表のとおりであるが，都市農業の振興を図るための施策の基本方針や
重点施策等を定めた「基本計画」の策定によっていよいよ「基本法」が動き出
した。
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この「基本計画」についての詳細な分析・評価は先の「基本法」の条項と合
わせ別の機会に譲るが，ここでは今後の都市農業振興のための施策展開におい
て重要と思われる事項について簡潔に指摘しておこう。
第1点は，都市農業に対する農業政策上及び都市政策上の再評価についてで
ある。まず，農業政策上では①国の食料自給率の一翼を担っている，②地産地
消，体験農園等都市住民のニーズに応えた農業を展開している，モデルになっ
ている，③農業や農業政策に対する国民的理解を醸成する身近な PR拠点と
なっているとして都市農業を再評価している。また，都市政策上では①「集約
型都市構造化」と「都市と緑・農の共生」を目指すうえで都市農地は貴重であ
る，②都市農業が都市の重要な産業になってきた，③農地が民有の緑地として
適切に管理されることは持続可能な都市経営のためにも大きな意義があるとし
て再評価している。こうした都市農業の存在価値については，すでに筆者等が
以前から指摘してきたところであるが，改めて国が都市農業の価値を評価した
ことは我々の先見性を裏付けたものであるといえよう。11）
第2は，都市農業振興に関する新たな施策の方向性についてである。「基本
計画」では，施策の基本課題として⑴都市農業の担い手の確保，⑵都市農業の
用に供する土地の確保，⑶農業施策の本格展開を提示している。これらはいず
れも都市農業の安定的な継続を図っていくためには不可欠な課題である。
まず，担い手の確保については多様な担い手の確保をあげている。そして多
様な担い手の中に農業者だけでなく食品関連事業者や福祉・教育関連企業等を
あげている。農業従事者の高齢化，後継者不足等厳しい現状から見ても多様な
担い手の確保は方向性としては間違っていない。しかし，間違ってはならない
のは多様な担い手の確保に名を借りて都市農業を食い物にする，ただ都市農
業・農地を金儲けの手段にする事業者の参入を許さないことである。営々と農
業を続け都市農業を守ってきた農業者を失望させてはならない。「基本計画」で
はそのための制度設計が明らかになっていないので今後早急に具体化する必要
がある。
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次に都市農業の用に供する土地（農地）の確保については，「土地利用計画
における都市農地の位置付けを転換し，計画的に農地の保全を誘導する」とし
ている。そして，その対応策として将来の都市像を見据えた生産緑地の指定や
保全，コンパクトシティに向けた取り組みとの連携など良好なまちづくりと連
動した農地保全の必要性を提起している。さらに，新しい農地の創出にも言及
している。
この方向性については概ね異論はないが，都市地域での農地保全を志向する
のであれば真っ先になすべきことがある。それは，「都市計画法」第4条の市
街化区域の定義を改正することである。同法では市街化区域を「市街地もしく
は10年間に市街化を図る区域」と規定している。この規定が生きている限り
市街化区域内農地の保全は展望がないので，この条項の改訂を急ぐ必要があ
る。また，農地を保全するという方向性は示しているものの，都市と農地の共
生を可能にする具体的な土地利用計画制度については今後の検討課題となって
いるのでこの具体化も急務となっている。
3点目の農業施策の本格展開については，市街化区域内の農地に対し「今後
は生産緑地か否かにかかわりなく，農業振興施策を本格的に講ずる方向に舵を
切り替えていく必要がある」と明記している。要は，今後この方向をぶれるこ
となく貫くことである。都市農業の実態に即したきめの細かい施策展開とそれ
を裏付ける予算の確保が求められている。
ところで，周知のように都市農業の保全や振興には農地に対する税制の抜本
的見直しが不可欠である。避けて通れない重要課題である。当然ながら農業者
の関心も高い。しかし，「基本法」「基本計画」においては農地税制に関しては
歯切れが極めて悪い。例えば，人口減に伴い宅地需要が沈静化しているもとで
も宅地供給促進を目論んで導入された宅地並み課税を続けていくのかどうか，
農地でありながら宅地とみなし農地から得られる所得よりはるかに高額の課税
を課す宅地並み課税は近代税制の原理から見て適切なのかどうか，農業継続に
不可欠で農地との一体的利用がなされている農業用施設への現行課税は都市農
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業の保全から見て適切なのかどうか，農地の相続税評価方法は現行のままでい
いのか，自作農主義に基づく相続税納税猶予制度は農業経営を継続するうえで
合理的なのかどうか等々，検討すべき課題は山積している。
これらの課題については，「施策検討の留意点」の項でいくつか取り上げら
れてはいるが，農家が切望している抜本的改革には踏み込めていない。幾つか
の改善方向が示唆されているものの，核心に迫る言及がない。都市農地に対す
る税制は，都市農業の存亡を左右する重要問題であり，「生命線」である。都
市農業を賛美するどのような言辞よりも農家の関心事であり，心に響く事項で
ある。この課題に対する具体的対応が不明確で先送りされていることは「基本
計画」の大きな弱点と言わざるをえない。
なお，「基本法」で10項目に整理された国が講ずべき基本的施策について「基
本計画」では第2の政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策の項でより踏み込
んだ具体的施策を提示している（第2表参照）。これらは，いずれも都市農業
の振興に不可欠な施策であるので地域の実態に即しながら拡充・強化していく
べきである。問題は，これを裏付ける具体的施策の展開と予算の裏付けである。
いずれにせよ，国の「基本計画」の策定によって都市農業の保全さらには振
興に大きな一歩を踏み出した。この歩みを止めてはならない。
Ⅳ．「基本法」制定の基本要因
では，なぜ今回このような法律が制定されたのだろうか。「基本法」の第3
条や「基本計画」にその根拠や理由がある程度示されている。例えば，「基本
計画」では，次のような根拠が示されている。
①食の安全への意識の高まり，②都市住民のライフスタイルの変化や農業関
心を持つリタイヤ層の増加，③学校教育や農業体験を通じた農業に対する理解
と地域コミュニティ意識の高まり，④人口減少に伴う宅地需要の鎮静化等によ
る農地転用の必要性の低下，⑤東日本大震災を契機とした防災意識の向上によ
る避難場所等としての農地の役割への期待，⑥都市環境の改善や緑のやすら
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ぎ，景観形成に果たす役割への期待が指摘されている。
これらの指摘は的外れでもなければ間違ってもいない。しかし，都市農業を
めぐる社会経済状況をさらっとなぞったといわざるをえない。都市農業に対す
る位置付けが大きく変わり，「基本法」制定に至る背後には次で述べるような
重大な社会経済的情勢変化があったと捉えるべきである。基底を流れる大きな
潮流＝基本要因を見落としてはならない。
その第1は，食料問題の深刻化とそれを打開しようとする市民の取り組みの
広がりである。現在わが国では食料の外国依存，市場依存，資本（企業）依存
が著しく進行している。市民は，食料の生産，加工，流通，消費（外食・中食・
内食）という食料をめぐる全過程において，外国や食品関連企業に依存せざる
をえなくなっているだけでなく，食料の生産（者）から時間的にも空間的にも
隔離・分断され，単に商品としての「食料」としか対面できない状況においや
られている。また，こうしたもとで食料の安全・安心・安定を根底から脅かす
様々な問題が噴出・拡大している。さらに，地域に根ざした伝統的な食生活・
食文化の破壊・後退が進むとともに，食生活の乱れが深刻化している。12）
その最も典型的なケースが，都市地域である。都市では，都市内や周辺地域
で生産された農水産物に依拠した食生活は影をひそめ，外国産の農水産物を原
料にし，しかも添加物が多量に投入されている加工食品や外食が都市住民の
「主食」にさえなっている。また，残業・長時間労働，単身赴任，深夜勤務，
配転，学習塾通い等が恒常化するなかで，市民の家庭から家族全員が食卓を囲
む風景が消えつつある。「食卓のない風景」「孤食化」ともいわれている現象で
ある。家庭内の料理に代わって，24時間営業のコンビニエンス・ストア等の
弁当やそう菜が市民の食卓を占拠しつつある。しかもコンビニ等で供給される
弁当類は，脂肪たっぷり・塩分過多とビタミン・カルシウム・鉄分不足であり，
「コンビニ弁当16万キロの旅」13）といわれるほど海外の食材を使ったものであ
る。
以上要約したような「安全・安心・安定・新鮮」という食料の4原則が根底
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から崩され，市民の“いのちとくらし”が脅かされるという事態は，多くの市
民をして「自らにとって大切なものは自ら作る，あるいは信頼できる農民に
作ってもらう」14）という行動に向かわせている。多くの市民は，食料の安全・
安心が壊されるなかで，不安と怒りの声を上げるだけでなく，生産者との連携
を図りながら安心・安全な食料を確保する運動や食料の安全性確保のための法
制度の確立・強化を求める運動を広げつつある。
また現在，食料の生産の場と消費の場が時間的にも空間的にも離れ，生産者
の顔も消費者の顔も見えない状況を打開していくために，地産地消，スローフ
ード，フードマイレイジ削減等の動きに見られるように命や健康の源である食
べ物をまず自分達の住んでいる地域や周辺で生産されたものに切り替えていこ
うとする運動，それぞれの地域にある食材や食文化を大切にする運動，食料生
産の場と消費の場の交流・連携をめざす取り組み等が拡大しつつある。
第2の背景は，都市における環境問題の深刻化とそれを打開する取り組みの
前進である。
この環境問題のなかでも農業・農村と関連が強いのは，自然・緑の消失と退
行である。『都市の自然史』が指摘するように，ホタル，トンボ，メダカなど
「生き物たちの死の行進」は，緑地率（1km2の区画内で田・畑，林，寺社や
農家の庭などまとまった緑におおわれた緑地の比率）が50％以下になると急激
に進んでいる。15）現在のわが国の都市では，この「生き物たちの死の行進」の場
となる緑地率50％以下の地域はけっして珍しくない。生き物が住めない地域
で，人間だけが健康で安全に生き続けられる保障はどこにもない。自然や緑の
消失が著しい現代の都市では，生物としての人類は肉体・精神・感覚の荒廃，
自然観の荒廃，自然に対する態度の退化など様々な影響を受けている。豊かな
自然・緑や「農の風景」があってはじめて可能となる審美感，季節感，自然感，
生命感，眺望性等の享受が奪われている。自然・緑の消失と退行は，都市の景
観を貧しくするだけでなく，ヒートアイランド化や防災・減災機能を低下させ，
都市アメニティを破壊している。
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また，循環や持続的発展を重視する思想の台頭・広がりにも注目する必要が
ある。現在，大量生産・大量消費・大量廃棄（使い捨て）型社会が行き詰まる
もとで持続可能な循環型社会の形成が焦眉の課題となっているが，そのために
は自然環境を構成する土・水・みどり等の保全が不可欠であり，それらを持続
的に循環利用する農業の存続と都市と農村の連携が絶対に必要である。とりわ
け，家庭生ゴミや食品産業の廃棄物等有機系廃棄物の堆肥化による土壌還元と
いう循環システムを構築するためには農業・農村の存在が不可欠である。最近
それぞれの地域，学校，企業等で創意・工夫をこらしながら生ゴミの堆肥化に
よる土壌還元や食品残渣の飼料利用が広がりつつあるが，この過程でいままで
“隠れていた，見えなかった”地域の農業の姿とその役割・機能が少しずつ明
らかになり始めている。16）
以上，概観したようにわが国の都市において一方で食料，他方で環境という
都市住民の“いのちとくらし”に直結する基本的問題が深刻化し，その打開の
ためには都市農業の保全・振興が焦眉の課題になっていることこそ「基本法」
制定の最大の要因，背景である。さらに，それに加え，つぎの二つのことも看
過してはならない。
一つは，都市構造とあるべき都市像をめぐる大きな変化である。
少子・高齢化の進行，人口減少の顕在化，空き家・空地の増加等の中で「都
市は人口が増加し，拡大するもの」「宅地・住宅が足らない」といった神話が
崩れてきた。東京や特定の地方中枢都市（札幌市，福岡市等）への一極集中の
弊害が顕著になり，これ以上特定の大都市に人口や諸機能を集中させるべきで
ないという声が高まっている。
また，都心部の空洞化とともに郊外の無秩序な開発・拡大が進む中でこれま
でのような広域分散型の都市形成を改め，コンパクトなまちを再構築すべきだ
という動きが強まっている。鉄とコンクリートに覆われた都市，大量消費・大
量廃棄の「使い捨て型都市」ではなく，緑豊かなまちや「エコシティ」が求め
られている。こうした都市構造やあるべき都市像をめぐる大きな変化の中で，
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都市農業・農地を潰すことの理不尽さ，非合理性が明確になってきた。さら
に，阪神淡路大震災や東日本大震災等の大災害の中で“いのち綱”としての価
値がより鮮明になってきた。都市の防災・減災を図るためにも都市農業の存在
が不可欠なことが改めて見直されてきた。17）
もう一つは，都市農業者等の頑張りによって存続してきたものの，このまま
放置すると消滅しかねないという都市農業の危うい現状である。
都市における住宅不足が大きな問題になった高度経済成長期や大都市での地
価高騰が顕在化したバブル期，都市農業は住宅不足や地価高騰の元凶にされ
た。心無い評論家やマスコミは，都市農業を潰せば「ウサギ小屋が解消できる」
「地価は下落する」などと吹聴した。税金逃れのための「偽装農地」といった
攻撃も繰り返された。農地でありながら宅地並み課税という理不尽な課税も強
行された。高額な相続税にも苦渋している。国の農政の対象から除外されたり，
軽視されたりもしてきた。まさに，「受難の歴史」であった。しかし，都市農
業者は農の営みを止めることなくプライドと確信を持って頑張ってきた。失っ
たものも少なくないが，この農の営みの継続があったからこそ農地のかい廃を
くい止めながら新鮮な農産物の供給，防災空間の確保，良好な景観の形成，国
土・環境の保全，市民等への農業体験の場の提供など多面的な役割・機能を発
揮することができたのである。ここに，都市農業が支持される原点がある。
しかし，都市農業者の頑張りにも限界がある。現在，都市農業は担い手の高
齢化，後継者不足，農地に対する重税，生産環境の悪化，厳しい農産物市場環
境等々深刻な問題が山積している。このまま放置すると存続が危ぶまれる現状
にある。都市農業の保全・振興が急務となっている所以である。
Ⅴ．都市農業を守り，発展させる取り組みをより強く，より大きく
最近，ジェニファー・コックラル＝キング著『シティ・ファーマー』という
興味深い著書が刊行された。著者は強調する。「都市農業を発展させようとす
る機運の高まりは，大きな希望である。都市空間を見直し，どのように再設計
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して土地を活用し，食料を自給するのか。食料を生産する人々をどのように位
置付け，この地球をどのように扱うのか，判断・決定すべき分岐点に私たちは
立っている。もはやこの運動は一時的な緑化ブームではないし，後退すること
はないものと私は確信している。現実化した私たちの運動は，氷山の一角にす
ぎないほど深く広がりつつあるのだ」と。18）
また，次のようにも言う。「都市生活者である私たちは，いつまでも一方的
に食料を食べ続け，ごみを排出する消費者のままでいることはできない。人々
も，世界中に拡大した食料システムを終わりにする段階に至ったと認識するよ
うになった。食料を自給して，地元産の食材を食べ，生ごみを堆肥にしよう。
そうすれば，沈みつつある世界的な食料システム，すなわち私たちが今暮らす
「タイタニック号」から脱出することができる」と。19）
『シティ・ファーマー』の著者が指摘するように近年世界の多くの都市にお
いて「静かなフード・ムーブメント」20）とともに，都市環境を良好なものにし
たいという市民の取り組みが広がっている。その動きと連動して都市農業の存
在価値が見直され，都市農業を育て，発展させようとする取り組みが広がり始
めている。それは，“いのちとくらし”を守る，まっとうな生活を続けたいと
いう都市住民の当然の願いであり，行動でもある。韓国においても日本よりい
ち早く「都市農業の育成及び支援に関する法律」が制定されている。21）
わが国における「基本法」の制定は，こうした世界の潮流にやっと肩を並べ
た，あるいは追いついたと言えよう。言い換えれば，ようやく当たり前の状況
になったと言える。それだけに，後戻りは許されない。「基本法」を単なる宣
言法にしないためにも都市農業を守り，育て，発展させる取り組みをより拡
充・強化することが求められている。
そのためになすべき課題は多いが，当面次の三つの課題に取り組むことが重
要である。
第1は，「基本法」に明記された国の責務を名実ともに実行させることであ
る。周知のようにわが国の農業をめぐる情勢は厳しく，難問山積の状況にある。
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そうしたもとで，「基本法」「基本計画」が制定・策定されたからといって，急
に都市農業の振興が進むと期待するのは早計である。国の対策を待つだけでは
都市農業の振興は前に進まない。都市農業をめぐる厳しい現状から見て，また
都市農業に対する都市住民の大きな期待から見てもこれまで以上に都市農業関
係者が都市農業を守り，発展させる取り組みを展開していくことが急務となっ
ている。それぞれの地域の実態に即しながら宅地並み課税をはじめとする農地
税制，生産緑地制度，相続税，担い手・後継者，生産環境，農産物価格等々山
積する諸問題を一つ一つ打開・改善していくための要求と対策を明確にし，そ
の実現を国に迫っていくことが重要である。
第2は，地方公共団体が地域の実態に適応した実効性のある「地方計画」を
早急に策定することである。これまで，地方公共団体の都市農業に対する位置
付けや施策には大きな違いがあった。積極的かつ創造的にこれを取り組んでい
る地方公共団体がある反面で，何もしないか，消極的な対応でお茶をにごすと
ころも少なくない。しかし，「基本法」の制定により都市農業を抱える地方公
共団体は，農業者や市民の声を聞きながら都市農業の保全と発展のために積極
的に対応することが求められている。特に，都市農業はそれぞれの地域によっ
て抱えている問題や課題も異なっている。地方公共団体の都市農業振興に向け
た独自の創意工夫に溢れた取り組みが強く待たれるところである。
第3は，農業者と都市住民との交流・連携・協働の輪を広げ，ともに手を携
えて都市農業を守り，発展させる取り組みを拡充・強化していくことである。
この課題の実現は，都市農業の担い手である農業者と都市の主人公である都市
住民の交流・連携・協働なしにはありえない。この両者の取り組みこそが今後
の都市農業の存亡を大きく左右するといっても過言ではない。
なお，この重要課題を実現するうえで「農家と市民との交流・連携さらには
協働に基づく農業，あるいは交流・連携・協働をめざす農業（以下これらの農
業を総称して「農家と市民との協働型農業」（略して「協働型農業」）に注目す
る必要がある。筆者は，かつて「市民参加型農業の生成とその基本的性格」と
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いう論文において市民が農業に参加し，農家と協働する状況が生まれつつある
ことを「市民参加型農業」の胎動と生成と論じた。また，「市民参加型農業」が，
農家と市民あるいは都市と農村の交流・連携の促進にとって，さらに都市地域
や中山間地域の農業の保全や活性化を展望するうえで重要な意義をもっている
と位置付け，その創出と発展を提唱した。その後のわが国の食料・農業・農村
をめぐる情勢変化は，農業側はもちろん，市民サイドにおいても「協働型農業」
の創出を促すとともに，現にそうした農業を生成・発展させつつある。今後都
市農業を守り，育て，発展させていくためには「協働型農業」を質と量の両面
において一層拡充・強化していくことが強く求められている。22）
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